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産業調査部

豊川 晃範

日本におけるSAFバリューチェーン構築の意義

～環境価値と地産地消による価値を探る ～

空のカーボンニュートラルシンポジウム vol.4
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GX（グリーン・トランスフォーメーション）に向けたカギと考える4要素

◼ GXの実装には、4要素（技術・ルール・供給網・価値取引）の同時推進が必要

◼ GXにより、安定供給・経済成長・排出削減の同時実現を目指す

技術・ルール

市場形成

規制・政策（製品定義 / 算定・監査ルール）

新たな製品の供給網構築

技術実装・アップデート

（出所）各種公表資料を参考に、みずほ銀行産業調査部作成

Physical

（設備・原料・物流）
Virtual

（制度・データ・価値）

可視化・インセンティブ設計（価値取引 / 分担手法）

1

GX

経済成長 排出削減

安定供給

◼ 既存技術の実装加速（スケール・習熟）

◼ 新技術で供給制約緩和（原料多角化）、効率性向上

◼ 需要の予見性向上（長期契約・市場の透明性確保）

◼ インフラ構築＋柔軟性向上による地産地消促進

◼ 環境価値の可視化（評価・ラベリングとの連動）

◼ 費用分担・価値移転の設計（環境価値取引）

◼ ルール設計（義務化・支援策）

◼ 製品定義、ライフサイクル評価・監査方法の整備
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一次エネルギー輸入依存度の高さ

◼ 主要国中で最も高いレベル

原油の供給途絶リスク

◼ 原油の大部分を中東に依存

― 国際情勢の影響

― 安全保障リスク

資源輸入による国富流出

◼ 自動車等の貿易黒字を超える化石輸入額

航空輸送

◼ 島国日本の人流・物流に不可欠

◼ インバウンドや、半導体等の
グローバルサプライチェーンを支える

日本の置かれたエネルギー環境と国産SAF推進の意義

液体燃料

◼ 航空では、エネルギー密度の高い液体
燃料利用が継続

◼ 海外でも資源自律へバイオ利活用

◼ 日本にとって重要なインフラである航空において、現実的な脱炭素の手段はSAFと考えられる

◼ 国産SAFはGX価値の創出に加え、エネルギー安全保障・地域経済にも波及し得る

（出所）IEA “World Energy Balance 2024”、資源エネルギー庁HP、貿易統計等の各種公表資料を参考に、みずほ銀行産業調査部作成

日本のエネルギー環境（2022年） SAFの重要性・国内外動向

日本国・地域に裨益するGX型のバリューチェーンをSAF起点で創出

先
行
対
応

地
産
地
消

改善による日本産業の競争力向上へ

日本
英国
中国
ロシア

91%

（輸入超過）

輸出超過

中東
94%

その他
6%

自動車等
15兆円

化石資源
31兆円

GX価値の評価・創出 価値移転・コスト分担 地域の活力に接続

バリューチェーンで繋ぐモデルケースを創出し、多分野展開へ

SAF
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航空ネットワークは重要かつ利便性が高い一方、石油に頼る運輸の中でも炭素負荷が大きい

◼ 日本は長距離輸送を航空に頼っており、航空の速達性を他輸送モードやエンジン以外で代替することは困難

◼ 運輸のエネルギー源がほぼ全て石油である中、ジェット燃料の割合は限定的な一方で航空による炭素負荷が大きい

国内外をつなぐ航空の位置付け 日本のエネルギー消費における航空の位置付け

日本発着国際旅客輸送内訳 輸出入貿易額ベースの分担割合

航空ではエンジンが限られた動力源
である一方、消費エネルギーも大きい

（高速輸送とのトレードオフ）
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低
炭
素

即時性

航空以外での
同様な即時性
実現は非現実的

（出所）国土交通省、資源エネルギー庁「エネルギー需給実績（2023年度確報）」、環境省「2022年度温室効果ガス排出・吸収量」等の各種公表資料を参考に、みずほ銀行産業調査部作成

日本の最終エネルギー消費（FY2023）

運輸の最終エネルギー消費の98%が石油

SAF

47%

51%

53% 35%

5%

輸送モード別CO2排出原単位（FY2022）

（g-CO2/人・km） （g-CO2/トン・km）

石油 電力 石炭 ガス
蒸気・

熱・他

運輸 製造業 家庭
その他企業

・事務所

ガソリン 軽油
ジェット

燃料

重油

他

全体

内、石油

内、運輸

SAF利用は現実的
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各国は脱炭素に限らず自国裨益に向け、SAF含むバイオ燃料のサプライチェーン構築を進めている

◼ SAFは脱炭素に加え、農業・エネルギー安全保障・製品サプライチェーンと結びつく政策領域

◼ 自国の原料優遇や製造支援、航空ネットワークの質的向上へ各国が取り組む中、日本も社会実装の推進が求められる

次世代液体燃料政策におけるSAF

の重要性（12/9政府発表抜粋）

◼ SAFは、最も早く市場が立ち上
がる石油燃料代替製品の一つで
あるため、石油製品の脱炭素化
の試金石

EU
シンガポール

ブラジルインドネシア
石油輸入削減と
パームを原料とする
バイオ燃料の推進

OBBBAでも
支援の方向感

（自国農産物優遇・
域外原料非優遇）

国産エネルギー優遇
（石油業界とバイオ燃料

業界が連携）

原料豊富も、内需見通せず。
外資を巻き込みSAF製造
拡大、外需（欧州等）も視野

中国

石油輸入削減へ
輸出管理も含め
エタノール利用推進

豊富なサトウキビを活用した
エタノール等の普及、

COP30で次世代燃料推進

属性評価に
基づく原料規制

JET SAF日米欧を中心に石油需要減・精製能力縮減 自国産業優遇と産業振興両立し、脱炭素対応も

英国

マレーシア

バイオ燃料輸出推進、
SAFも混合義務
（パーム優遇）

SAF販売義務

SAF混合義務

トルコ

SAF利用・販売義務

農業振興・資源自律の推進

供給拡大（外需志向）

SAF義務化による航空ネットワークの質的競争力拡大

SAF税・
一括購入
会社設立

SAF

混合義務

韓国

米国

日本

インド

輸出推進
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（注）上記はバイオ燃料供給・利活用に関する政策の抜粋であり、この他に様々な動きがある。OBBBA（One Big Beautiful Bill Act）は、2025年に成立した米国減税法案の通称
（出所）IATA （International Air Transport Association・国際航空運送協会）,Conventional Aviation Fuel and the Energy Transition Refineries in focus, May 2025含む各種公表資料より、みずほ銀行産業調査部作成



© 2026 Mizuho Bank, Ltd.

バリューチェーン全体より創出したGX価値を定義し、関係者間で共有する仕組み作りが必要

◼ SAFバリューチェーンより創出される追加機能を環境価値以外にも増やし、追加コストとのバランスをとった評価が必要に

◼ 社会実装には、関係者間で価値共有（コスト分担）する仕組みが求められる

燃料製造 空港
航空会社

利用者 物流

人流

SAFバリューチェーン

燃料の追加コスト
（社会コスト勘案）

追加機能
（ライフサイクル排出削減+α）

JET

約$1,000/t-CO2 約$600/t-CO2

約¥200/L

-ニートSAF

50%削減 80%削減

製造コスト低減

Carbon Pricing

（排出者への負担増）

環境価値

SAF価格

ジェット
価格

燃料/

輸送価値
環境価値

SAF

SAFの付加価値訴求

SAF

関係者間で価値共有（コスト分担）

新たな機能の
認知・創出

GX価値

（注）バリューチェーン内での削減コストは、国際機関が規定するジェット燃料の排出係数とライフサイクル排出量、ニートSAFとジェット燃料の値差より試算
（出所）各種公表資料を参考に、みずほ銀行産業調査部作成

削減評価により評価可能な「環境
価値」以外の新たな機能も訴求へ

α

（環境価値+α）

←バリューチェーン内での削減コスト→

追加コストのみでなく

追加機能とのバランス
をみた評価が重要に

費用対効果
向上

原料供給

（仮定）

5
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SAFについては、GHG削減価値としての評価方法が国際規則（CORSIA）で整理されている

◼ SAFは、ライフサイクルでの評価が国際機関の排出規則（CORSIA）の中で整理され、第三者機関が監査して正確性を担保

― 食料競合等の回避に向け、可食原料は炭素負荷が高く（脱炭素対応度で低位に）評価される仕組み

農作物・
作物残渣

廃棄物・
残渣・副産物

GHG GHG GHG GHG GHG GHG

◼ 農耕や回収時

◼ 直接的土地利用変化

◼ 上流側の輸送工程

ライフサイクルで
評価される情報

間接的土地利用変化（ILUC）：可食原料の場合は追加算定

◼ 処理工程

◼ 輸送・流通（上流・下流）

◼ 燃焼

証書の流れ

（注）GHG：CO2を含む温室効果ガス。CORSIA（Carbon Offsetting and Reduction Scheme for International Aviation：国際民間航空のためのカーボン・オフセット及び削減スキーム）において、原料の評価や証書の流れを規定
（出所）ICAO公表資料等を参考に、みずほ銀行産業調査部作成

排出量情報は
認証機関によって監査・検証

トレーサビリティ確保 定量化 証書化 経済価値への転換

SAFは上記の環境価値評価の枠組みが国際機関により整理済み

◼誰が何をしたかを 

データで押さえる
◼どれだけCO2を減ら 

したかを数字にする
◼環境価値を証書・    
デジタルトークン化

◼誰が対価を支払うか
ルール形成

「環境価値」が単なる“良いこと”から、“お金の流れを伴うビジネス”へと変わる

CORSIA

6
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◼ 背景： 一大農産国（サトウキビ・大豆等）で長期にわたりバイオ燃料政策を講じてきた

◼ 政策： バイオ燃料生産・利用促進へ「国家バイオ燃料政策」を推進
（目標：ライフサイクル評価や予見性向上等）

◼ 施策： ①最低10年間の排出原単位削減目標、②認証、③クレジット制度（CBIO）

0
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2020/6/15 2021/6/15 2022/6/15 2023/6/15 2024/6/15 2025/6/15

SAFではライフサイクル評価により、原料属性が環境価値に大きく反映される

◼ SAFは原料・製造方法により削減効果が変わり、非可食資源が高く評価されやすい

◼ ブラジルでは、バイオ燃料全般の環境価値が市場で取引され、対価の可視化が進む

（ご参考） ブラジルにおけるバイオ燃料の環境価値取引事例

サンパウロ証券取引所

SAF（CORSIA適格燃料）におけるライフサイクルCO2排出値

（注1）「削減コスト」はp.5と同様、バリューチェーン内での削減コストにあたり、ニートSAF値差¥200/Lと仮定した
 場合の理論的な試算値

（注2）NBC: Non-Biogenic Carbon（都市ごみ等に含まれる廃プラ等の化石由来の廃棄物）
（出所）ICAOやサンパウロ証券取引所等の公表資料を参考に、みずほ銀行産業調査部作成

環境価値

HEFA

ガス化・
FT合成

（gCO2e/MJ）環境価値向上

ATJ
（ブラジルレアル

/CBIO）

600

$1,900

540

560

700

800

/t-CO2

バイオ燃料製造
・輸入業者

燃料販売
代理店

給油所
現物市場

排出源単位削減の
目標設定1CBIO: バイオ燃料

での1t-CO2削減量

バイオ燃料環境価値（CBIO）の取引価格推移

環境価値に基づく
CO2削減コスト

N/A

N/A

SAF製造方法
現物市場
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SAF環境価値証書を対価としたステークホルダー連携でのコスト移転取引のイメージ

◼ 米国におけるSAF環境価値取引スキームのSABAでは、燃料価値（輸送価値）と環境価値を分離し、環境価値のみを売買

― 需要家とつなぐ仕組み（レジストリ）を構築

SAF

SAF製造
プラント

輸送
サービス

人流

物流

Scope1

削減
償却

（自社利用）

Scope3

削減

燃料
価格

環境
価値対価

償却
（転嫁）

運航・
燃焼

（注）Scope1は、事業者自らによるGHGの直接排出量（燃料の燃焼）。Scope3は、電力利用を除く間接排出量（事業者の活動に関する他社の排出）
（出所）SABA（Sustainable Aviation Buyers Alliance）公表資料を基に、みずほ銀行産業調査部作成

燃料属性認証 環境価値取引（Book&Claim）

¥

¥

エアラインに限らず
幅広い利用者と分担

航空業界（米系エアライン、
Amazon、航空機産業）

航空利用の参加者
（製薬・コンサル・IT・金融）

輸送価値
（ジェット燃料と同一）

環境価値

Scope3Scope1 Scope3

基本的な対応方向性
（弊行想定）

環境価値

8

SABA（Sustainable Aviation Buyers Alliance）

環境価値レジストリ

燃料製造 航空利用

エアライン

移転

移転

移転

SAFcA

（Scope1）

SAFcE

（Scope3）Scope1から
Scope3分離
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環境価値の可視化・取引基盤の整備が進めば、より柔軟な供給・利用に繋がり、市場拡大に寄与

◼ 環境価値取引は多くの需要家への供給を可能とするため、新たな流通スキームとして社会実装も期待される

― 日本ではクリーンガスや、SAFに関する間接排出の削減分が既に運用段階に

SAF

SAF

JET

JET

SAF

SAF

JET

JET

A空港系統
サプライチェーン

B空港系統
サプライチェーン

製造
・
供給

製造
・
供給

A空港 B空港

利用 利用

レジストリ

物理的な
接続なし

（注）SAFにおけるBook&Claimの一部は制度・市場で整備途上の論点があり、今後の議論により社会実装が左右される可能性あり。本稿における「サプライチェーン」とは、物理的に接続されている供給網を指す
（出所）クリーンガス証書評価委員会、ICAO資料等の公表資料を参考に、みずほ銀行産業調査部作成

輸入・製造場所 利用場所

CH4

CH4

バイオガス・e-メタン
製造設備

化石由来の
天然ガス

CH4

クリーンガス

環境価値を
証書として
切り離し

化石由来の
エネルギー

ガス導管で繋がる企業に
環境価値提供

CH4

クリーンガス
相当

各種SAF環境価値プログラム： 間接排出分（Scope3）削減向け

利用実績に基づき
排出量可視化

証書発行、
開示情報に使用

日本におけるクリーンガス証書制度の概要 Book&Claim方式によるSAF取引イメージ

9
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環境価値取引が地理的な制約を解消し、SAFの地産地消化を後押し

✓ プラントは西日本に偏在

（和歌山・香川・山口・沖縄等）

✓ フライト数+長距離便の多い
羽田・成田で過半を占める

羽田・成田

✓ SAF自体は受入地で消費

✓ 環境価値移転で収益化

既存サプライチェーン

✓ 燃料は既存ルートで補給

✓ 環境価値ベースで調達

エアライン

SAF供給 主要消費地

✓ 需要家のすそ野拡大 → 環境価値移転・販売 → コスト回収

例）インバウンド、半導体（九州・北海道）、輸送機器（中部他）、医薬品等

最終需要家（搭乗客・搭載貨物）

輸送コスト高

◼ 環境価値取引は物理的な需給不均衡を補完し、需要を顕在化

― 地産地消（輸送コスト最小化）と市場成立（公正性確保）を両立

西日本 関東 環境価値取引効果

環境価値として
柔軟に流通

供給事業者

Oil

属性

製造
方法

輸送

給油

移動

証書利用（Scope3削減等） 開示対応
環境価値の可視化・
流通プラットフォーム

飛行

収集データ

（出所）各種公表資料を参考に、みずほ銀行産業調査部作成

物理輸送コストの最小化
（地産地消）

公正性担保
（属性・二重計上防止）に

よる市場成立

需要顕在化
（全国の荷主・企業へ拡張）
＝コスト回収余地向上
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SAFバリューチェーンの可視化・証書化とその経済価値交換を担う基盤構築が期待される

◼ 環境価値取引プラットフォームの整備により、環境価値の可視化・定量化と証書取引を支えることが求められる

◼ 社会実装につながる仕組み作りが進めば、経済価値との循環を創出し、他分野にも応用可能

¥¥¥¥¥¥¥¥¥¥

金融機関
連携

トレーサビリティを担保する環境価値取引プラットフォームが上記取り組みの可視化・定量化を担保

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

証書

川下へ価値移転 脱炭素型輸送により
Scope3や製品単位の
排出量を低減させる価値

キャッシュフローに
転換

証書提供者に
還元

原料

地産地消SAFバリューチェーン構築

データ
スペース

SAF 給油 フライト

家庭・厨房 プラント 空港 エアライン 利用者

仕組みとして標準化できれば、他分野にも応用できる可能性

資源循環促進 高環境価値SAF製造 空港脱炭素 航空脱炭素 グリーンツーリズム等
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地産地消SAFは環境貢献に留まらず、地域への経済・社会価値創出につながる

◼ 地産地消SAFは、原料調達・製造・供給の域内化により地域経済へ波及

◼ 地域資源の活用が進めば、価値創出が地域の好循環につながる

地産地消SAFが地域にもたらす3つの価値 地域課題でもある廃棄物・残渣等の原料活用を通じた地産地消の効果

（出所）各種公表資料より、みずほ銀行産業調査部作成

◼ ライフサイクルCO2削減

◼ 地域内資源利用優遇

環境価値

◼ 地域内投資・雇用機会

◼ 既存インフラ有効活用

◼ 機器メンテナンスや航空機

MRO等の関連ビジネス拡大

経済価値

◼ 「地域資源で飛ぶ」ストーリー

実現へ関係者連携

◼ グリーンツーリズム

◼ 企業の「地域貢献」と

「脱炭素」の同時実現

社会・ブランド価値

地産地消SAFは環境・経済・社会の3つの価値を
同時に高める「地域発GXモデル」に

製油所
次世代化/

再始動

新設
小規模
プラント

地域資源活用

既存設備トランジション 新たな資源活用施設

雇用維持 雇用創出

大規模調達網
and/or

 旅行客・住民         ・生産能力の流入

製造

効果
（域外）

原料

効果
（域内）

ごみ処理など社会課題も解決へ
（マイナスからプラスの価値創出）

SAF SAF

12
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地域GXモデル
として全国展開

製造

供給

運航
利用

原料収集

地域経済圏の
さらなる成長

地産地消SAFサプライチェーン構築に向けた内外連携と波及効果のイメージ

◼ 域内外の連携により、SAF実装と経済効果を実感できるモデルを構築することが期待できる

◼ 財源確保（例：ふるさと納税）も活用し、ネットワーク・産業の脱炭素化を後押し

地産地消SAF

サプライチェーン

◼ SAF実装の返礼として、

来訪・空港利用を促す

クーポン・ポイント等を付与

◼ 取組み認知拡大、賛同によ

る寄付（ふるさと納税等）

◼ 返礼等を契機とした来訪

他地域の支援活用

域内

域外

地域経済の持続的発展

◼ 廃食用油回収協力、来店増

◼ 地域事業者との相互成長に

繋がる資源循環社会構築

地域社会の連携推進

¥

応
援

返礼品

地域社会と産業一体でGX実現

空港競争力
・利用者増

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

¥

SAF

航空機産業
（エンジン開発・
製造/MRO等）

社会 産業

◼ 域内空港および発着便の

質的競争力拡大

◼ 産業・都市の脱炭素化推進

SAF実装支援への特典提供

13
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SAFバリューチェーン構築は日本の産業・地域GXの「試金石」に

◼ SAFを代表とするバイオ原燃料への転換は、既存の石油・物流インフラ活用により、GXと産業競争力を同時に高め得る

◼ SAFは「最初に市場が立ち上がる液体原燃料の一つ」として、多くの推進材料・論点が凝縮された試金石

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

SAF

産業政策循環型
経済

経済安全保障

持続可能な原料開発 合成技術高度化 軽量&低燃費化へ技術開発 ネットワーク競争力向上

環境価値を含むGX価値の創出・流通へ関係者が連携すると同時に、価値・コストを分担へ

開示規制

次世代航空機開発

早期のSAFバリューチェーン構築・市場形成

炭素会計

先行するSAFでのバリューチェーン 構築がGX実装のモデルに

GX
Green

Transformation

✓ $
¥

航空機運用・製造プラント運用事業者 輸出産業・都市 航空機製造・MRO機器・素材メーカー

軽
油

ガ
ソ
リ
ン

ナ
フ
サ

H2
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SAF を巡る動向と市場構築に向けた論点 ～グローバル共通で進むSAFの重要性と課題解決の方向性～

調査レポート概要 ＜Mizuho Industry Focus  Vol.251＞ （2025年5月発刊）

【調査レポート掲示先】

みずほ銀行トップページ → ホーム → 法人のお客さま →  金融経済インサイト → 産業情報 → Mizuho Industry Focus 

（ https://www.mizuhobank.co.jp/corporate/industry/mif.html ）

【 本レポートのポイント 】

1. 航空脱炭素の背景と対応策

航空事業の特性や規制動向等により、脱炭素に向けてSAFの重要性が高まる

2. SAF 市場創造に関連する政策・製造の動向

SAF含む脱炭素燃料の各国政策・規制が講じられ、製造技術・規格固まり、市場拡大へ

3. SAF 供給・利活用拡大に向けた課題

バリューチェーンが構築される中、原料調達・コスト・評価・認証等の各要素でも対応進む

4. SAF における環境価値取引

SAFの定義が定まることで環境価値取引が進み、関係者連携と市場創出の重要要素に

5. 日本におけるリスクとチャンス

世界共通で対応が進む中、日本も各領域への影響捉えつつ、強みの発揮が期待される

航空脱炭素に向けSAF（持続可能な航空燃料）への燃料転換が鍵。SAFはグローバルでルールや規格が整う中、
欧米勢が先行した取り組みが進み、日本も業界横断連携を通じバリューチェーン構築が求められる。コスト面の
課題解決に向けた環境価値も含め動向・論点を整理し、日本や周辺産業に期待される対応策を考察。

6. 日本に求められる官民横断・業際・国際対応

SAFが脱炭素の先進領域となる中、日本が率先して対応策を講じ、連携モデル構築へ

17
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